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前回審議会における質問事項について 
 

 

 
 
 

     １．外国人登録者数の推移 

 

      ２．学校数及び児童・生徒数等の推移 

 

      ３．大阪市における住宅施策の変遷 

 

第８１回住宅審議会
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１．外国人登録者数の推移（大阪市） 

外国人登録者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国籍別外国人登録者数（指数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

韓国･朝鮮 中国

フィリピン ブラジル 米国

その他

60,000 70,000 80,000 90,000 100,000 110,000 120,000 130,000

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年 121,068

(人)
0

資料：大阪市統計書

韓国･朝鮮

中国

フィリピン

ブラジル

米国

その他

総数

80

100

120

140

160

180

200

平成
11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年

資料：大阪市統計書

注：各年の数値は、平成11年の登録者数を100としたときの指数。
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２．学校数及び児童・生徒数等の推移（大阪市） 
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資料：大阪市統計書、こども青少年局資料
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３．大阪市における住宅施策の変遷 
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